
第５回 塩竈市立病院事業調査審議会 

日 時 平成 29年 1月 16日（月）18:30～ 

場 所 3階 第一会議室 

 

 

 

次     第 

１．開 会 

２．報 告 

（１）宮城県地域医療構想について 

 

３．議 題 

（１）塩竈市立病院新改革プラン(案)について 

  

４．その他 

５．閉 会 

 

<配布資料> 

【資料１】宮城県地域医療構想(概要版) 

【資料２】宮城県地域医療構想(抜粋)  

【資料３】塩竈市立病院新改革プラン(案) 

 

 

  



塩竈市立病院事業調査審議会委員名簿 
（順不同 敬称略）

【委 員】 
 委 員 名 職 名 等 備  考 

１ 本郷 道夫 東北大学名誉教授 会長 

２ 鳥越 紘二 宮城県塩釜医師会会長 副会長 

３ 渡辺 孝志 宮城県塩釜医師会副会長  

４ 小林 一裕 宮城県保健福祉部医療整備課長  

５ 鈴木 隆博 宮城県塩釜保健所副所長  

６ 南家 俊介 公立黒川病院院長代行  

７ 中嶋 満枝 市民代表（看護師）  

８ 内形 繁夫 塩竈市副市長  

９ 伊藤 喜和 塩竈市立病院事業管理者  

 
【オブザーバ】 

 氏   名 職    名 
１ 神谷  統 市民総務部 部長 
２ 桜井 史裕 健康福祉部 部長 

 
【病院出席者】 

 氏   名 職    名 
１ 吉田 洋一 塩竈市立病院 院長 
２ 福原 賢治 塩竈市立病院 院長代行兼副院長 
３ 加藤 照美 塩竈市立病院 看護部長 

 
【事務局】 

 氏   名 職    名 
１ 荒井 敏明 塩竈市立病院 事務部長（兼医事課長） 
２ 鈴木 康弘  〃   経営改革室長（兼業務課長） 
３ 扇谷 剛四    〃    〃  室長補佐（兼業務課補佐兼総務係長） 
４ 髙橋 五智美    〃    〃  室長補佐（兼業務課補佐兼経理係長） 
５ 大場 美香    〃    〃  主事（兼業務課経理係主事） 
６ 其川 貴洋    〃    〃  主事（兼業務課経理係主事） 
７ 庄司  晃    〃    〃  医事係長 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 総   論 

根拠法等

〔医療需要・必要病床数の推計方法〕 

●厚生労働省から提供された基礎データをもとに、医療法施行規則（昭和２３年１１月５日厚生省令第５０号）に定められた計算

式により、構想区域ごと、病床の機能区分ごとに算出

● 医療需要・必要病床数及び居宅等における医療の必要量

●二次医療圏を原則としつつ，①人口規模，②患者の受療動向，③疾病構造の変化，④基幹病院

までのアクセス時間等の要素を勘案して設定

宮城県の構想区域（案） ４区域 

仙南区域，仙台区域，大崎・栗原区域，石巻・登米・気仙沼区域 

※ 二次医療圏と一致

［主な理由］ 

●第 6次宮城県地域医療計画（H25.4 策定）において，将来にわたる震災復興や連携も踏まえ，

より広域的な視点で医療提供体制を構築していくため，二次医療圏の見直しを行っていること

●東日本大震災後，沿岸部における新たなまちづくりや復興道路の整備など将来に向けたインフ

ラ整備が進んでおり，今後も相当整備が進むと見込まれること

● 構想区域の設定

●本県の人口は，2004年を境に減少局面

●2015年から 2025年までの 10年間で，総人口は 230万 6千人

から 221万人へと減少（9万 6千人減）

●年齢階級別にみると，65歳未満人口は 18万 1千人減少し，

65歳以上人口は 8万 5千人増加

●高齢化率は 25.7％から 30.7％に上昇

●構想区域別にみると，仙台区域は，全体の人口は横ばいで推

移するも 65 歳以上人口は 7 万 2 千人増加。それ以外の区域

は，全体の人口が減少する中で 65歳以上人口がやや増加

● 少子高齢化の進行

構想区域 区分 
医療需要と必要病床数（上段:人／日 下段：床）（※） 在宅医療等の必要量（※） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計 訪問診療（人） 老健他（人／日） 計 

仙南 
医療需要 70 278 411 307 1,066 

533 1,255 1,788 
必要病床数 * 93 357 456 334 1,240 

仙台 
医療需要 1,349 3,899 3,509 2,304 11,061 

8,706 8,238 16,944 
必要病床数 * 1,798 4,999 3,899 2,505 13,201 

大崎・栗原 
医療需要 137 442 602 446 1,627 

1,040 1,841 2,881 
必要病床数 * 182 567 669 484 1,902 

石巻・登米・ 

気仙沼 

医療需要 144 531 883 537 2,095 
1,976 2,263 4,239 

必要病床数 * 192 681 981 584 2,438 

宮城県 
医療需要 1,700 5,150 5,405 3,594 15,849 

12,255 13,597 25,852 
必要病床数 * 2,265 6,604 6,005 3,907 18,781 

 * 医療需要から必要病床数への換算は、病床稼働率での割り戻しによる／厚生労働省令（高度急性期75％、急性期 78％、回復期 90％、慢性期 92％）

（注）「訪問診療」とは、１月当たりの在宅患者訪問診療料を算定している患者数を示す。また、「老健施設」とは、介護老人保険施設の施設サービス受給 数を示す。

〔2025年の医療需要の基本的な考え方〕 

（二次医療圏間の流出入） 

医療資源の状況や患者の受療動向などを踏まえ，高度

急性期と急性期は現行の流出入割合で，回復期と慢性

期については構想区域（二次医療圏）内で完結するケ

ースで推計 

１ 策定の趣旨 

宮城県地域医療構想〔概要版〕 

●第６次宮城県地域医療計画の一部

●2025 年における医療需要と必要病床数

の推計を示す

●2025 年における居宅等における医療の

必要量の推計を示す

● 構想の位置づけ

〔都道府県間における流出入に伴う医療需要の調整〕 

現状の流出入を前提として必要病床数を推計 

※調整対象：岩手県，福島県，東京都

県全体で1日当たり 145人の需要の増加となる

〔療養病床入院患者の状況〕 

〔調査結果〕（2015年 12月 1日時点） 

●医療療養病床の入院患者数 1,499人 

うち医療区分１の入院患者数   385人（25.7％） 

●医療区分１の入院患者の状況

・入院による医療介入が必要という理由で退院が困難な患者 50.1％ 

●国の算定方法では療養病床入院患者のうち医療区分１の患者数の７０％を在宅医

療等で対応するとしているが、本県の療養病床入院患者のうち医療区分１の患者

は、入院による医療介入を必要とする割合が高いという実態を踏まえながら、今

後の慢性期及び在宅医療等の対応を考えていく必要がある。

入院による医療介

入が必要で無いに

もかかわらず，退

院が困難な患者 

33.5％ 

その他 

16.4％ 

入院による医療介

入が必要という理

由で退院が困難な

患者 50.1％ 

● 医療資源の現状

■ 急速に少子高齢化が進行する中，2025年にはいわゆる「団塊の世代」が後期高齢者となり，

医療需要が増大し，疾病構造も変化すると予測

■ 限られた医療資源のなかで，適切な医療や介護を将来にわたって持続的，かつ，安定的に

提供していくための対応が喫緊の課題

■ 平成 26年 6月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律」により医療法が改正され，各都道府県が医療計画におい

て，将来の医療提供体制に関する構想（地域医療構想）を策定することが規定

（医療法第 30条の 4第 2項第 7号／平成 27年 4月 1日施行）

■ 本県では，医療を取り巻く環境変化や関係法令等を踏まえ，地域の実情に即した「宮城県

地域医療構想」を策定

医療機能の名称 医療資源投入量 基本的な考え方 

高度急性期 3,000点以上 急性期の患者に対し当該患者の状態の早期安定に向けて，診療密度の特に高い医療を提供するもの 

急性期 600点以上 急性期の患者に対し当該患者の状態の早期安定に向けて，医療を提供するもの（上記に該当するものを除く） 

回復期 175点以上 

急性期を経過した患者に対し，在宅復帰に向けた医療又はリハビリテーションの提供を行うもの（急性期を

経過した脳血管疾患，大腿頚部骨折その他の疾患の患者に対し，ADLの向上及び在宅復帰を目的としたリハ

ビリテーションの提供を集中的に行うものを含む） 

慢性期 175点未満 
長期にわたり療養が必要な患者（長期にわたり療養が必要な重度の障害者，筋ジストロフィ患者，難病患者

その他の疾患の患者を含む）を入院させるもの 

（千人） 

（出典）国勢調査報告、日本の地域別将来推計人口［H25.3中位推計］ 

（注）〈〉内の数字は計（四捨五入のため計が一致しない場合がある） 

139 1,677 1,070 1,100 132

病床数 10万対 病床数 10万対

15,109 649.0 3,552 153.0
※【参考】人口10万対病床数（全国）一般病床783、療養病床267

※医療施設数は2016年4月1日現在，病床数は2016年3月31日現在

訪問看護

ステーション
病院数 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

一般病床 療養病床

医師数 歯科医師数 薬剤師数 看護師数

下段10万対 下段10万対 下段10万対 下段10万対

5,407 1,858 5,028 18,119

232.3 79.8 216.0 778.4

※2014年12月31日現在

※【参考】人口10万対（全国）医師245.0、歯科医師81.9、

薬剤師226.9、看護師855.6

〔宮城県の人口構造の見通し（2010-2040）〕 

〈2,348〉 〈2,306〉 〈2,269〉 〈2,210〉 〈2,141〉
〈2,062〉 〈1,973〉

〔２０２５年の医療需要と必要病床数・在宅医療等の必要量（推計値）〕 
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【病床機能報告】

（床）

【病床機能報告】

2,588

医療区分１の70％

と175点未満の計

334

無回答

298

無回答

〔病床機能報告結果と必要病床数の見通し（2013-2040）〕 

※必要病床数の数字は「以上」、在宅医療等の必要量の数字は「以内」を表す。
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仙南区域 仙台区域 大崎・栗原区域 石巻・登米・気仙沼区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口構造の見

通し 
（国立社会保障・人

口問題研究所推計） 

(注)〈〉内の数字は計 

（四捨五入のため計

が一致しない場合が

ある） 

 

 

医療施設数 
（2016.4.1現在） 

病床数 
（2016.3.31現在） 

２０２５年の 

必要病床数と 

在宅医療等の

必要量 

必要病床数の

見通し 

在宅医療等の

必要量の見通

し 

 

３ 区域別構想 

根拠法等

４ 地域医療構想の推進体制 

根拠法等

【設置趣旨】 将来の病床の必要量を達成するための方策その他の地

域医療構想の達成を推進するための必要な協議を行う 

【設置方法】 県が、構想区域（二次医療圏）ごとに設置 

【委員構成】 医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会・病院団体・

医療保険者・市町村等 

【開催頻度】 毎年度１回以上開催 

【主な協議事項】 

ア）地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識の共有 

イ）地域医療構想を実現する上での課題の抽出 

ウ）地域医療介護総合確保基金を活用した具体的な事業の議論 

地域医療構想調整会議 

【設置趣旨】 

病床の機能分化・連携の在り方
について協議 
【設置方法】 

県が必要に応じて設置 
【委員構成】 
医師会・当事者・利害関係者等 

【開催頻度】 
必要の都度 

▲▲地区病床機能分

化連携協議会（仮称） 

【設置趣旨】 

在宅医療等の充実に向けた取組
等について協議 
【設置方法】 

県が必要に応じて設置 
【委員構成】 
三師会・看護協会・市町村等 

【開催頻度】 
必要の都度 

▲▲地区在宅医療等 

推進協議会（仮称） 

医療機関相互の協議・医
療機関の自主的な取組 

地域医療介護総合確保
基金を活用した事業展開 

医療保険者・市町村等の
構想達成に向けた取組 

医療審議会 

地域医療介護総合 
確保推進委員会 

毎年度の病床機能報
告制度による集計数 

毎年度の在宅医療提
供体制の現状 

毎年度の施設系介護
保険関連サービスの
整備状況 

必要病床数と在宅医
療等の必要量 

比
較 

＋

＋

➊ 病床機能の分化・連携の推進

・地域医療介護総合確保基金等を有効に活用した施策の実施

・各構想区域の実情に即した医療機能や医療提供体制の充足、入院から在宅ま

での患者の流れの円滑化を促進，質が高く効率的な医療提供体制の構築

・医療機関相互の診療情報等の共有を図るためのＩＣＴ等を活用した地域医療

ネットワークの構築

➋ 在宅医療等の充実

・在支診・在支病の整備

・在宅医療に従事する医師・看護師等の確保・養成等

・在宅療養を支える病院・一般診療所・歯科診療所・保険薬局・訪問看護ステ

ーション等の充実

・訪問診療に必要な施設・設備の整備

・在宅医療・介護連携の推進主体である市町村と関係団体の連携体制の強化

・地域住民への在宅医療・介護に関する適切な情報提供等

➌ 医療従事者の確保・養成

・医師不足、地域や診療科による医師の偏在の解消に向けた取組の実施

・看護職員等の確保・養成等

・医学生修学資金貸付事業等の継続的取組による更なる医師確保、県内定着

・看護学生修学資金貸付制度の取組による県内就業の促進等

・院内保育所の設置への支援

・看護職員等の医療従事者の離職防止・定着促進に向けた復職支援や勤務環境

改善等の取組の推進

千人 千人 千人 
●地域医療構想の達成に向けた取組の方向性

●地域医療構想調整会議

地域医療構想調整会議において地域の医療提供体制の現状の確認をする

とともに、将来目指すべき姿について、関係者間の認識を共有し、医療審

議会にもその状況を報告

●進行管理

88 93 94 94 90

332 357 370 373 360

314

456 473 478 461

357

334
356 369

357

192

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2013年度 2025年 2030年 2035年 2040年

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

医療区分１の70％

と175点未満の計（床）

13 114 70 87 6

在宅療養
支援病院

在宅療養
支援診療所

在宅療養支援

歯科診療所

基準調剤加
算届出薬局

4 8 10 9

病床数 10万対 病床数 10万対

945 536.8 380 215.8

訪問看護
ステーション

病院数 一般診療所 歯科診療所 保険薬局

一般病床 療養病床

79 1,179 756 730 94

在宅療養
支援病院

在宅療養
支援診療所

在宅療養支援

歯科診療所

基準調剤加
算届出薬局

10 96 40 30

病床数 10万対 病床数 10万対

10,637 697.1 1,535 100.6

病院数 一般診療所 歯科診療所 保険薬局
訪問看護
ステーション

一般病床 療養病床

26 170 108 144 14

在宅療養
支援病院

在宅療養
支援診療所

在宅療養支援

歯科診療所

基準調剤加
算届出薬局
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老健施設等
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合計（※）

533 1,255 1,788

必要病床数（床）

在宅医療等の必要量

※必要病床数の数字は「以上」、在宅医療等の必要量の数字は「以
内」を表す。
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急性期

急性期 回復期 慢性期 合計（※）
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※必要病床数の数字は「以上」、在宅医療等の必要量の数字は「以
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内」を表す。
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※必要病床数の数字は「以上」、在宅医療等の必要量の数字は「以
内」を表す。
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① 人口構造の変化の見通し【図表Ⅲ-6】 

当区域の将来推計人口をみると、２０１５年の人口は１４９万９千人と、２０１０年からやや増

加していますが、今後は減少局面に入っていくと予測されています。それでも、２０２５年では 

１４８万８千人、２０３０年では１４６万３千人と、今後１５年程度はほぼ横ばいで推移していく

と見込まれます。 

一方、２０１５年の６５歳以上の老年人口は３４万５千人と、２０１０年から５万７千人増加し

ており、２０２５年には４１万６千人と、２０１５年から７万２千人増加することが予測されてい

ます。 

なお、その後も老年人口の増加は続き、２０４０年では４８万４千人にまで増加すると見込まれ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 現状と課題 

ⅰ 医療提供体制【図表Ⅱ-3参照】 

ア 施設等の状況 

２０１６年４月１日現在の療養病床又は一般病床を有する病院は６４施設、一般診療所は 

９８施設あるほか、無床一般診療所が１，０８１施設、歯科診療所が７５６施設、保険薬局が

７３０施設、訪問看護ステーションが９４施設あります。このほか、精神病床のみを有する病

院が１５施設あります。 

なお、当区域には、特定機能病院が１施設（東北大学病院）、地域医療支援病院が８施設あ

るほか、２００床以上の病床を有する病院が１９施設、都道府県がん診療連携拠点病院が２施

設のほか地域がん診療連携拠点病院も２施設あり、がん・脳卒中・急性心筋梗塞などにも対応

可能な高度急性期・急性期を担う医療提供体制や、二次救急、三次救急体制が整備されていま

す。また、当区域には離島がありますが、常時開設している診療所が整備されています。 

イ 療養病床及び一般病床数 

当区域の療養病床及び一般病床の基準病床数９，８７８床に対し、２０１６年３月３１日現

在の既存病床数は１２，１７２床で、その内訳は療養病床が１，５３５床、一般病床が 

１０，６３７床となっています。 

（千人） 

【図表Ⅲ-6】仙台区域の人口構造の見通し（2010-2040） 

（出典）国勢調査報告、日本の地域別将来推計人口 

（注）〈〉内の数字は計（四捨五入のため計が一致しない場合がある） 

〈1,490〉 〈1,499〉 〈1,501〉 〈1,488〉 〈1,463〉 〈1,430〉 〈1,386〉 
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人口１０万対病床数をみると、療養病床数が１０１床と県平均の１５３床を下回っている一

方、一般病床数が６９７床と県平均の６４９床を上回っています。 

なお、２０１４年１０月１日現在の全国平均（療養病床が２６７床、一般病床が７８３床）

と比較すると、いずれも下回っている状況です。 

ⅱ 患者動向【図表Ⅱ-8・Ⅱ-9参照】 

２０１３年度の当区域内に住所地を持つ入院患者の動向をみると、その９７％（７，４８６人

／日）が仙台区域内の医療機関に入院し、仙南区域、大崎・栗原区域及び石巻・登米・気仙沼区

域にそれぞれ１％程度の流出がみられます。 

一方、当区域内の医療機関側から見ると、他区域からの流入が相当あり、入院患者総数 

（９，０３４人／日）のうち、県内他の３区域からそれぞれ４００人／日前後の流入があるほか、

岩手県から１００人／日程度、福島県から１７０人／日程度の流入もみられます。 

病床の機能別でみると、仙台区域からの流出の６割以上が慢性期の患者となっています。また、

他の区域からの流入の２割が高度急性期の患者で、急性期と回復期がそれぞれ３割程度となって

います。 

ⅲ 在宅医療等【図表Ⅲ-7・Ⅲ-8】 

２０１６年４月１日現在の在宅療養支援病院は１０施設、在宅療養支援診療所は９６施設、在

宅療養支援歯科診療所は４０施設、基準調剤加算届出薬局は３０施設、訪問看護ステーションは

９４施設あります。 

なお、一般診療所の医師の中には、当該診療所から離れた場所に居住している方も相当数みら

れます。 

主な介護保険サービスの施設・居住系サービスとしては、介護老人保健施設が４３施設（入所

定員計４，３１４人）、特別養護老人ホームが８４施設（前同５，２５４人）、認知症高齢者グル

ープホームが１２３施設（前同２，１２２人）整備されています。 

なお、２０１６年３月３１日現在の６５歳以上人口は３４２，４４５人で、うち在宅６５歳以

上のひとり暮らし高齢者数は７０，６６２人と２０．６％を占めており、県平均の１７．８％を

上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表Ⅲ-7】仙台区域の在宅医療関連保険医療機関数 

【図表Ⅲ-8】仙台区域の施設系介護保険関連サービス整備状況等 

施設数 入所定員（人）

介護老人保健施設 43 4,314 5,898

介護療養型医療施設 6 182 -

特別養護老人ホーム 84 5,254 8,376

認知症高齢者グループホーム 123 2,122 3,577

特定施設入居者生活介護 49 2,593 3,051

【参考】 サービス付き高齢者向け住宅 63 1,846 -

上記以外の有料老人ホーム 84 4,488 -

（出典）2016.4.1現在数：長寿社会政策課資料
　　　　 2025年のサービス提供見込量：第６期みやぎ高齢者元気プランに掲載されている介護サービス見込量の当該二次医療圏の内訳数値
（注1）介護療養型医療施設の入所定員欄は病床数を示す。
（注2）サービス付き高齢者向け住宅の入所定員欄は戸数を示す。
（注3）特定施設入居者生活介護は、サービス付き高齢者向け住宅・有料老人ホーム等のうち、知事又は指定都市の市長の指定を受けたもの。

施設区分
2016.4.1現在 2025年のサービス

提供見込量（人/日）

２０１６年４月１日現在

うち在宅療養支援
病院

うち在宅療養支援
診療所

うち在宅療養支援
歯科診療所

うち基準調剤加算
届出薬局

仙台 79 10 1,179 96 756 40 730 30 94

訪問看護
ステーション

二次医療圏名

　　　　　　　病院 一般診療所 歯科診療所 保険薬局
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③ ２０２５年の医療需要、必要病床数及び居宅等における医療の必要量 

ⅰ 医療需要【図表Ⅲ-9】 

厚生労働省令の規定に基づき２０２５年の当地区における医療需要を推計すると、以下のとお

りになります。 

入院に係る需要について、２０１３年度と比較すると、４機能全てにおいて１割ないし２割以

上増加すると推計されます。 

在宅医療等に係る需要について、２０１３年度と比較すると、訪問診療（在宅患者訪問診療料

算定患者数）については５６％増加すると推計されます。また、これまで入院で対応していた需

要の一部（一般病床における医療資源投入量１７５点未満／日の入院患者、療養病床入院患者の

うち医療区分１の７０％及び療養病床の入院受療率の地域差解消分）も、居宅等における医療（以

下「在宅医療等」という。）の需要と見込むことになるため、訪問診療を除いた需要も４９％増

加すると推計されます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表Ⅲ-9】仙台区域における機能別医療需要の見通し（2013-2040） 

1,203 1,349 1,378 1,389 1,384 
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3,899 4,108 4,218 4,247 
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　　（注）「訪問診療」は、１月当たりの在宅患者訪問診療料を算定している患者数。

5,535 

8,238 
9,502 

10,269 10,530 

5,586 

8,706 

10,228 

11,136 
11,415 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2013年度 2025年 2030年 2035年 2040年

訪問診療等を除く在宅医療等 訪問診療

（人／日）、（注）参照

（単位：人／日、（注3）を参照）

2013年度 2025年 2030年 2035年 2040年

高度急性期 1,203 1,349 1,378 1,389 1,384

急性期 3,187 3,899 4,108 4,218 4,247

回復期 2,980 3,509 3,815 3,993 4,056

慢性期 1,837 2,304 2,547 2,688 2,729

計 9,207 11,061 11,848 12,288 12,416

在宅医療等 11,121 16,944 19,730 21,405 21,945
(再掲)うち訪問診療分 5,586 8,706 10,228 11,136 11,415

（※）2025年以降の在宅医療等の数字は「以内」を表す。

（注1）医療機能区分における「慢性期」には、①療養病床入院患者から、医療区分１の患者数の70％と回復期リハビリテーショ ン病棟入院料を算定した

　　　患者数を除いた数、②一般病床の障害者施設等入院基本料・特殊疾患病棟入院料・特殊疾患入院管理料を算定している患者数、が含まれる。

（注2）医療機能区分における「在宅医療等」には、①一般病床で医療資源投入量175点未満の患者数、②療養病床入院患者のうち、医療区分１の患者数

　　　の70％、③現時点で訪問診療を受けている患者数（在宅患者訪問診療料を算定している患者数）、④老健施設の入所者数が含まれる。なお、2013

　　　年度の「在宅医療等」の数字についても、同様の扱いで推計したものとなっている。

（注3）「在宅医療等のうち訪問診療分」とは、レセプトデータにおいて、「在宅患者訪問診療料　同一建物居住者以外」「在宅患者訪問診療料　同一建物居

　　　住者 特定施設等入居者」「在宅患者訪問診療料　同一建物居住者 特定施設等以外入居者」のいずれかを算定したことのある患者数で、平成25年度

　　　の12カ月分を合計し、12で除して算出した二次医療圏別・性年齢階級別の受療率に二次医療圏別・性年齢階級別の将来人口を乗じて推計。

医療機能
医療需要
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ⅱ 必要病床数【図表Ⅲ-10】 

前述の医療需要に係る２０２５年の必要病床数は、４機能合わせて１３，２０１床以上と推計

されます。機能別の内訳では、高度急性期が１，７９８床以上、急性期が４，９９９床以上、回

復期が３，８９９床以上、慢性期が２，５０５床以上となり、厚生労働省令の規定に基づく算定

式により換算した２０１３年度の必要病床数と比較すると、高度急性期は１９４床、急性期は 

９１３床、回復期は５８８床の充実が必要となります。また、慢性期病床について、同様に換算

後の必要病床数と比較すると５０９床の充実が必要と計算されますが、２０１３年度は療養病床

入院患者のうちの医療区分１の７０％及び一般病床の医療資源投入量１７５点未満の患者数合

わせて１，５４２人（病床に換算すると１，６７６床）分が在宅医療等の需要として計算されて

いますので、これを含めて比較した場合は、逆に１，１６７床の転換等が必要になります。 

一方で、宮城県が２０１５年１２月に実施した療養病床入院患者実態調査によれば、医療区分

１の入院患者の５０．１％が「入院による医療介入が必要のために退院できない」という状況に

あることから、慢性期病床の必要量については、療養病床の在り方も含めて今後の国の動向を注

視するとともに、医療介護の連携や在宅医療等の整備の状況も見据えながら検討していく必要が

あります。 

なお、病床機能報告においては、特定病床1９２６床分やＩＣＵ病床等が含まれており、必要病

床数と比較する際は留意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 平成１８年１２月３１日までに届出のあった有床診療所の一般病床で、基準病床数制度の対象外となっている。 

【図表Ⅲ-10】仙台区域における病床機能報告結果と必要病床数（機能別）の見通し（2013-2040） 
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2014.7.1 2015.7.1 2013年度 2025年 2030年 2035年 2040年

慢性期

回復期

急性期

高度急性期

（床）

1,676

医療区分１の70％

と175点未満の計
148

無回答

【病床機能報告】

133

無回答

【病床機能報告】

2014.7.1 2015.7.1 2013年度 2025年 2030年 2035年 2040年

高度急性期 2,812 2,947 1,604 1,798 1,838 1,852 1,846
急性期 7,440 7,027 4,086 4,999 5,267 5,408 5,445
回復期 941 1,119 3,311 3,899 4,239 4,437 4,507
慢性期 2,487 2,457 1,996 2,505 2,769 2,922 2,966

合計 13,680 13,550 10,997 13,201 14,113 14,619 14,764
（※）2025年以降の必要病床数の数字は「以上」を表す。

（注）「病床機能報告」欄の合計には、無回答の病床数（2014.7.1の148床分，2015.7.1の133床分）は含んでいない。

医療機能
病床機能報告 必要病床数（床）
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ⅲ 居宅等における医療の必要量【図表Ⅲ-8・Ⅲ-9参照】 

在宅医療等に係る需要は、２０１３年度と比較して、２０２５年には全体で５，８２３人、う

ち訪問診療分（在宅患者訪問診療料算定患者数）は３，１２０人増加すると推計されます。 

なお、２０２５年の訪問診療分を除いた在宅医療等の必要量は８，２３８人以内と推計されま

すが、そのうち当区域の介護老人保健施設のサービス提供見込量は、第６期みやぎ高齢者元気プ

ランにおいて５，８９８人と見込まれていることから、その差である２，３４０人以内分につい

て、地域の実情に応じた居宅や施設系介護関連サービス等において提供される医療の体制整備が

必要となります。 

 

④ 達成に向けた取組の方向性等 

今後、当区域は、全ての機能において大幅に需要が増加することが見込まれることから、病床機

能の分化・連携を推進し、更に効率化を図っていく必要があります。そのためにも、医療機関個々

の取組とともに、医療機関相互の連携がますます重要になってきます。 

さらに、在宅医療等の需要が大幅に増加すると見込まれることから、病院・一般診療所はもちろ

ん、歯科診療所による在宅患者への口腔ケアや口腔機能管理の強化、２４時間対応型の保険薬局の

充実、訪問看護ステーション等も交えた地域の実情に合った在宅医療のシステムづくり、住民への

普及啓発及び医療従事者の確保に加え、地域包括ケアシステムの構築も重要になってきます。 

これらの達成に向けて、次のような施策に取り組むことを検討していきます。 

ⅰ 病床の機能分化・連携関係 

二次医療圏間の入院患者の流出入について、回復期と慢性期はそれぞれの二次医療圏で完結させる

という基本的な考え方に立って、機能別の医療需要及び必要病床数を推計していることに加え、当区

域は老年人口が大幅に増加することから、今後は、ますます回復期機能の充実が必要になると見込ま

れます。 

こうした必要な病床機能の充実等を図るため、地域医療構想調整会議等において、病床機能報

告等を活用しながら、医療機関相互の認識の共有を図るとともに、当区域における地域包括ケア

システムの構築状況などの地域の実情を踏まえながら、医療資源のより効果的、効率的な活用を

推進していきます。 

ⅱ 在宅医療の充実関係 

当区域は、県内で最も医療需要が増加し、特に訪問診療を含む在宅医療等の需要は急激に増加

すると見込まれることから、在宅療養支援診療所や在宅療養支援病院等の一層の整備を図るとと

もに、診療所や歯科診療所、かかりつけ薬局、訪問看護ステーションなどの多職種・事業所との

連携を深め、往診や訪問看護等が２４時間提供できる体制の整備を進めていきます。 

ⅲ その他地域医療構想の達成に向けて必要な取組 

在宅医療の充実には、より高度な医療や在宅医療の従事に必要となる知識及び技能を持った人

材の育成・確保が重要です。また、こうした医療従事者のキャリア形成に加え、勤務環境に配慮

しながら病床の機能転換等に伴う人材の流動化を図っていくことも必要となってきます。 

このため、医療従事者への研修の充実などにより、医療人材の資質の向上を図るほか、勤務環

境改善やナースセンター機能の充実など医療従事者の離職防止・県内定着促進に向けた取組を進

めていきます。  
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当院は、塩釜地区二市三町の唯一の公立病院として、急性期二次医療や救急医療、在

宅医療、慢性期医療を提供し、地域に密着した医療機関としての役割を担ってきました。 

平成１９年度末で不良債務２１億円を抱えることとなったため、平成２０年度に「塩

竈市立病院改革プラン」を策定し、平成２１年度から平成２７年度の７か年を計画期間

として、各種の目標数値を設定し、経営健全化に取り組み、平成２５年度には全ての累

積不良債務を解消するなど、一定の成果を上げることが出来ましたが、依然として病院

経営を取り巻く環境は厳しい状況にあります。 

 今般、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備

等に関する法律（以下、医療介護総合確保推進法）」に基づく県による地域医療構想の

策定や地域包括ケアシステムの構築が進められているほか、診療報酬の改定や消費税率

の引き上げなど、病院経営を取り巻く環境は大きく変化しています。 

国はこれらの状況を踏まえ、安定した経営の下で、公立病院が地域において重要な役

割を担っていくことが出来るよう、新公立病院改革ガイドラインを発表し、①地域医療

構想を踏まえた役割の明確化、②経営の効率化、③再編・ネットワーク化、④経営形態

の見直し、の４つの視点による新公立病院改革プランの策定を求めています。 

 こうした状況を踏まえ、地域医療構想との整合性を保ちつつ、今後の病院経営の安定

化のために、前改革プランに引き続き「塩竈市立病院新改革プラン」を策定いたしまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 策定の趣旨 



 
塩竈市立病院新改革プラン 

2 

 

 

１．国の動向 

国では、団塊の世代が７５歳以上を迎える２０２５年に向けて、持続可能な社

会保障制度の確立を図るため、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革

の推進に係る法律」を制定し、同法に基づく措置として、効率的かつ質の高い医

療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、平成２６年６月にい

わゆる「医療介護総合確保推進法」を公布しました。 

また、公立病院に対して、こうした医療制度改革と十分に連携を図りながら、

引き続き公立病院改革に取り組むよう、平成２７年３月に「新公立病院改革ガイ

ドライン」を通達し、「新公立病院改革プラン」の策定を求めています。 

 

２．県の動向 

(1)地域医療構想の策定 

将来の医療提供体制を示す「地域医療構想」は、２０２５年に向けて構想区域

ごとに各医療機能(高度急性期、急性期、回復期、慢性期)の将来の必要量を含め、

その地域にふさわしいバランスの取れた医療機能の分化と連携を適切に推進する

ための指針です。 

県は平成２８年１１月に地域医療構想を策定し、現行の４つの二次医療圏（仙

南、仙台、大崎・栗原、石巻・登米・気仙沼）を構想区域とし、今後の人口構造

の見通しを踏まえ、２０２５年の医療需要、必要病床数及び居宅等における医療

(以下、在宅医療)の必要量と計画達成にむけた取り組みの方向性を示しています。 

 

(2) 地域医療構想における仙台区域(仙台医療圏)の内容 

 ①人口構造の変化の見通し 

  仙台区域の将来推計人口の見通しでは、２０１５年の全体人口は１４９万９千

人、２０２５年は１４８万８千人、２０３０年は１４６万３千人と今後１５年間

は、ほぼ横ばいで推移していくと見込まれています。 

  一方で、２０１５年の６５歳以上の高齢者人口３４万５千人に対して、２０２
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５年には４１万６千人となり、７万２千人増加することが推計されております。

その後も高齢者人口の増加は続く見込みで、２０３５年では４５万５千人にまで

増加すると見込まれております(表１・グラフ１)。 

 

【表１ 仙台区域の人口構造の見通し】 

  （単位：千人） 

 

 

 

 

 

      ※出典：宮城県、地域医療構想の仙台区域の人口構造の見通し  

 

【グラフ１ 仙台区域の人口構造の見通し】 

  （単位：千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

                ※出典：宮城県、地域医療構想の仙台区域の人口構造の見通し 

 

 ②２０２５年における必要病床数及び在宅医療の必要量 

２０１４年７月時の病床機能報告制度による医療機能と２０２５年の必要

病床数について比較すると、全体で４７９床が転棟等の必要があると推計され

ております。内訳としては高度急性期病床が１,０１４床、急性期病床が２,４

合計は、四捨五入のため計が一致しない場合があります  

( )は合計で、四捨五入のため計が一致しない場合があります  

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

０～１４歳 194 182 168 154 145

１５～６４歳 961 929 904 874 829

６５～７４歳 180 195 178 170 179

７５歳以上 165 196 238 265 276

合計 1,499 1,501 1,488 1,463 1,430
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４１床の転棟等を求められる一方で、回復期病床は２，９５８床、療養病床は

１８床の充実が必要とされています(表２)。 

また、在宅医療については、これまで入院で対応していた慢性期医療需要の

一部を、在宅医療等の需要として見込むこととなっているため、大幅な需要の

増加が推計されており、居宅や施設系介護関連サービスの体制整備に加え、在

宅療養支援病院や在宅療養支援診療所等の一層の整備が求められています。 

 

【表２ 仙台区域における現状と必要病床数及び在宅医療等の需要の見通し】 

（単位：床・人/日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：宮城県、地域医療構想の仙台区域医療需要の見通し 

 

３．二市三町における人口推計等 

(1)二市三町の人口推計 

 二市三町（塩竈市・多賀城市・七ヶ浜町・利府町・松島町）における２０１

５年以降の人口については、２０１５年の総人口１８万４,６４９人に対し、

１０年後の２０２５年には１７万４,８６２人となり９,７８９人の減少が推

計されています(表３・グラフ２)。 

人口減少の内訳としては、年少人口が４,４０３人の減少、生産人口が１万

２,４８１人の減少となる一方で、高齢者人口は７,０９７人の増加と推計され

ています。今後の１０年間で高齢化率が５．５ポイント増加することが見込ま

れています。 

 

 

病床機能
報告制度

差引

2025年(a) 2030年 2035年 2014年7月(b) (b)-(a)

高度急性期 1,798 1,838 1,852 2,812 1,014

急性期 4,999 5,267 5,408 7,440 2,441

回復期 3,899 4,239 4,437 941  2,958

慢性期 2,505 2,769 2,922 2,487  18

合計 13,201 14,113 14,619 13,680 479

在宅医療等 16,944 19,730 21,405 - -

　（再掲）うち、訪問診療 8,706 10,228 11,136 - -

必要病床数
（床）

必要病床数及び在宅医療等の需要

在宅医療
需要

（人/日）
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23,635 21,420 19,232 17,426 16,236

112,797
106,132

100,316
94,617

88,368

48,217
53,246

55,314
55,969

55,924
26.1

29.5

31.6
33.3

34.8
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20,000

40,000

60,000
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100,000
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160,000

180,000

200,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

高
齢

化
率

人
口

推
計

高齢者人口（人）

生産年齢人口(人）

年少人口(人）

高齢化率（％）

（％）

＜184,649＞ ＜180,798＞
＜174,862＞

＜168,012＞

＜160,528＞

（人）

【表３ 二市三町における人口推計】 

（単位：人・％） 

 

 

 

 

 

 

※出典 国立社会保障・人口問題研究所(２０１３年３月推計) 

 

【グラフ２ 二市三町における人口推計と高齢化率】 

（単位：人・％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典 国立社会保障・人口問題研究所(２０１３年３月推計) 

 

(2)二市三町における２０２５年の必要病床数 

 二市三町における２０２５年の必要病床数と２０１４年７月時の病床機能

報告制度にて報告された周辺病院の医療機能を比較すると、合計病床数１,０

４７床に対し、地域医療構想での必要病床数は１,４０３．４床を見込んでお

り、３５６．４床の充実が求められています(表４)。内訳としては、急性期病

床が３４３．２床の転棟等を必要とする一方で、高度急性期病床１８５．４床、

回復期病床４０５．２床、慢性期病床１０９．０床の充実が求められています。 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

年少人口(人） 23,635 21,420 19,232 17,426 16,236

生産年齢人口(人） 112,797 106,132 100,316 94,617 88,368

高齢者人口（人） 48,217 53,246 55,314 55,969 55,924

（再掲）うち後期高齢者人口 23,384 26,709 31,173 33,967 34,664

総人口（人） 184,649 180,798 174,862 168,012 160,528

高齢化率（％） 26.1 29.5 31.6 33.3 34.8
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地域医療構想
必要病床数

2025年（a) 市立病院
坂総合
病院

赤石
病院

仙塩総合
病院

仙塩利府
病院

利府掖済
会病院

松島病院 合計(b)

高度急性期 191.4 0 6 0 0 0 0 0 6  185.4

急性期 403.8 81 305 51 98 108 50 54 747 343.2

回復期 493.2 42 46 0 0 0 0 0 88  405.2

慢性期 315.0 38 0 28 45 0 50 45 206  109.0

合計 1,403.4 161 357 79 143 108 100 99 1,047  356.4

病床機能報告制度（２０１４年7月時点）での報告病床数

(b)-（a)

【表４ 機能区分毎の病床数の現状と２０２５年の必要病床数】 

 (単位：床) 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

※当院の機能区分については、２０１５年度に３階病棟を地域包括ケア病棟に 

              転換したため、回復期として計上 
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１．当院の診療体制 

  当院は、一般病棟１２３床（急性期８１床、地域包括ケア病棟４２床）、療養

病棟３８床、合計１６１床を有し、診療科目は内科、消化器内科、循環器内科、

呼吸器内科、神経内科、糖尿病内科、緩和医療内科、小児科、外科、泌尿器科、

婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、整形外科、皮膚科、麻酔科、リハビリテーション

科の計１７診療科を標榜しています（平成２９年１月現在）。 

 

２．経営健全化への取り組み 

  平成２０年度に策定した塩竈市立病院改革プランに基づき、平成２１年度に

は病床数を１９９床から１６１床に削減するとともに、経営形態の見直しとし

て平成２２年度には地方公営企業法の全部適用を行いました。 

収入確保に係る取り組みとして、救急患者を積極的に受け入れるとともに、

経費削減の取り組みとして、医薬品の後発医薬品への積極的な切り替えによる

費用の削減など、病院職員並びに市行政当局が一丸となり、様々な取り組みを

行い平成２５年度に全ての累積不良債務を解消しました。しかし、経常収支の

均衡や平成２６年度の地方公営企業法の改正後の新会計基準上での不良債務発

生抑制など、なお一層、安定経営に向けた取り組みが必要となっています（表

５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 塩竈市立病院の現状 
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【表５ 改革プラン数値目標と実績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※11、12 の実績(新)は、平成 26 年度の政令改正後の新会計基準上の数値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

目標 148.7 156.7 156.7 156.7 156.7 156.7 156.7

実績 154.3 157.2 159.4 150.0 158.2 138.9 139.4

目標 307.8 307.8 307.8 307.8 307.8 307.8 307.8

実績 314.2 306.9 307.0 280.5 271.2 254.3 247.4

目標 92.4 97.3 97.3 97.3 97.3 97.3 97.3

実績 95.8 97.6 99.0 93.2 98.2 86.3 86.6

目標 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500

実績 27,604 27,514 27,648 28,025 27,679 28,595 29,663

目標 9,156 9,156 9,150 9,150 9,150 9,150 9,150

実績 9,815 9,302 8,315 9,044 9,766 10,422 12,564

目標 5,659  22,704 9,482 9,742 39,217 74,919 77,051

実績  8,339  58,750 3,172  136,690  29,864  185,432  116,174

目標 100.2 99.2 100.4 100.4 101.5 102.9 102.9

実績 99.7 97.9 100.1 95.1 98.9 93.3 96.1

目標 91.6 93.7 94.7 94.7 95.5 95.6 95.7

実績 91.3 93.4 93.7 89.2 92.3 87.2 87.0

目標 54.7 55.8 56.0 56.2 56.3 55.7 55.8

実績 52.3 51.4 52.9 54.4 51.6 59.4 54.0

目標 291,818 200,359 77,053 0 0 0 0

実績 272,728 205,400 87,281 86,858 0 0 0

実績（新） - - - - - 265,115 65,147

目標 12.1 8.1 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0

実績 10.6 8.1 3.4 3.6 0.0 0.0 0.0

実績（新） - - - - - 11.3 2.6

10
職員給与費対医業収
益比率（％）

11 不良債務額(千円）

不良債務比率（％）12

7 経常収支額（千円）

8 経常収支比率（％）

9 医業収支比率（％）

3 病床利用率（％）

4
入院患者1人1日当た
りの診療単価(円)

6
外来患者1人1日当た
りの診療単価(円)

項　　目

1
1日当たりの
入院患者数(人/日）

2
1日当たりの
外来患者数（人/日）
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１．計画期間 

  計画期間は平成２８～３２年度の５か年を計画期間とします。 

 

２．地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

（１）地域医療構想を踏まえた当院の果たすべき役割 

①現状と課題 

   当院の入院・外来患者の９割超を占める二市三町圏域の総人口は、今後２０年

間で減少するものの、高齢者人口は依然として増加傾向にあり、今後の医療需要

の増加が想定されています。 

病床機能報告制度や２０２５年の必要病床数を踏まえると、二市三町圏域では

急性期は転棟等が、回復期、慢性期などについては充実が求められるなど、地域

包括ケアシステムの構築が推進される中、地域における在宅医療の必要性が高ま

っています。 

しかしながら、在宅医療、特に夜間の訪問診療については開業医による対応は

厳しいのが実情です。 

このような中において、当院では、平成２７年６月から一般病棟の３階病棟４

２床を急性期から地域包括ケア病棟に転換しており、一般病棟、療養病棟と合わ

せて急性期から回復期、慢性期まで対応できる環境を有しています。 

また、二市三町圏域で唯一、在宅療養支援病院の認定を受けて、訪問診療や訪

問看護、訪問リハビリテーションなどの在宅医療を積極的に実施しており、地域

包括ケアシステムの構築において果たすべき役割の増加が見込まれます。 

 

  ②今後果たすべき役割 

現状と課題を踏まえ、今後、当院が果たすべき役割については、下記のとおり

とします。 

 

【急性期病棟の維持と積極的な救急患者の受入継続】 

安心な地域医療を提供するため、現在の急性期病棟を維持するとともに、引

Ⅳ 基本方針 
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き続き２４時間体制で救急患者の積極的な受け入れを行う。 

 

【地域包括ケア病棟の運用による在宅復帰支援】 

地域包括ケアシステムにおいて重要な役割を担う、地域包括ケア病棟として、

高度急性期病院及び介護施設、在宅等からの積極的な患者の受け入れを行い、

在宅復帰支援に向けて一層の病棟の充実を図る。 

 

【療養病棟による慢性期医療の提供】 

今後の国の動向では在宅への受け皿の整備後は削減される方向であるが、地

域医療構想の推計では、依然として二市三町圏域における慢性期病床は不足が

見込まれることから、現在の療養病棟を維持し、慢性期医療を提供する。 

 

【在宅医療の充実】 

地域包括ケアシステムの構築に向けて重要な役割を担うとともに、二市三町

圏域における高齢化の進行に伴い、需要の増加が見込まれることから、浦戸諸

島を含め、今後、一層の在宅医療の充実を図る。 

   

(2) 一般会計の負担の考え方 

当院は、前回の改革プランに基づき様々な経営健全化に取り組んできましたが、

今後も各種経営指標における達成目標値を設定し、収支均衡を図る必要がありま

す。 

しかしながら、慢性期医療や在宅医療などの政策的医療については採算性が厳

しい状況を考慮し、政策的医療に関する一般会計からの適切な繰り入れを受ける

こととし、これに総務省の繰出基準に基づく繰り入れを合わせて、病院事業全体

の収支均衡に努めます。 

 

なお、以下に一般会計の負担に係る基本的な考え方を記載します。 

 

①総務省の繰出基準に基づく額。 

②地域医療構想や地域包括ケアシステムにおいて公立病院として果たすべき

役割など、政策的医療に係る経費のうち、その経営に伴う収入をもって不
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医療機能 果たすべき役割 項　　　目 前プラン 新目標

救急患者の受入 救急患者受入件数（件/年） 1,000 1,000

手術件数(件/年） 300 240

　　うち全身麻酔件数（件/年） 210 150

内視鏡検査件数（件/年） 2,800 2,800

内視鏡治療件数（件/年） 240 240

ＣＴ検査件数（件/年） 3,700 3,240

ＭＲＩ検査件数（件/年） 1,800 1,500

回復期医療 在宅復帰支援 在宅復帰率（％） - 80.0

訪問診療件数（件/年） - 1,600

訪問看護件数（件/年） - 2,600

訪問リハビリ件数（件/年） - 3,000

在宅医療 在宅医療の充実

急性期病棟の
維持

急性期医療

足する額に係る額。 

    ○慢性期医療に係る経費のうち、その経営に伴う収入をもって不足する額 

    ○在宅医療に係る経費のうち、その経営に伴う収入をもって不足する額 

   ③消費税率の引き上げに伴う損税など、医業収入に転嫁することが出来ない

費用に係る額。 

 

  (3) 数値目標 

医療機能に係る数値目標は下記のとおりとします（表６）。 

 

【表６ 医療機能に係る数値目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．経営の効率化 

(1)数値目標 

  新改革プランでは、一般会計に対して政策的医療等に係る適正な繰り入れを求

めることとしていますが、病院自体の経営努力として、具体的な数値目標を設

定し、増収対策並びに経費削減に向けて積極的な取り組みを実施します。 
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  経営の効率化に係る数値目標は下記のとおりとします（表７）。 

  

【表７ 経営の効率化に係る各種数値目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)経営の効率化に向けた具体的な取り組み 

①経費削減に係るもの 

 ○人件費に関する目標 

・成績評価による人事評価制度の導入により、職員一人ひとりの資質の向 

上を図る 

・業務フローの見直し等を行い、適正な人員配置に努める 

○材料費に関する目標 

・診療材料の導入品目の再検討や、在庫管理の徹底などにより、診療材料費 

の削減に努める 

・薬品について使用期限の管理を徹底するとともに、後発医薬品への更なる 

切り替えを推進し、薬品費の削減に努める 

    ○経費に関する目標 

     ・契約内容の見直し等を行い、委託費などの経費削減に努める 

 

 

前プラン 新目標

97.3 93.9

156.7 151.3

27,500 29,059

307.8 276.3

9,150 10,800

2,200 1,500

2,200 2,400

100 150

3,900 4,300

項　　　目

脳ドック件数（件/年）

健康診断件数（件/年）

1日当たりの外来患者数（人/日）

外来患者１人1日当たりの外来診療単価（円）

紹介患者数（人/年）

人間ドック件数（件/年）

収益確保

入院患者1人1日当たりの入院診療単価（円）

病床利用率（％）

1日当たりの入院患者数（人/日）
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   ②収入確保に係るもの 

    ○入院患者の集患力向上 

・救急患者の積極的な受け入れを行う 

・高度急性期や急性期中心の病院等からの急性期を脱した患者の地域包括

ケア病棟への積極的な受け入れを行う 

・周辺開業医を対象とした「地域医療連携の集い」や介護施設従事者を対

象とした「地域連携サロン」の開催等により紹介患者の受入強化を行う 

     ・患者送迎サービスの拡充を検討し、患者の利便性の向上を図る 

    ○外来患者の集患力向上 

     ・外来患者の検査開始時間を早めることにより、待ち時間の短縮や診療方針

決定の迅速化を図り、患者サービスの向上に努める 

     ・患者満足度調査を年１回以上行い、改善項目を把握することにより、迅速

な活動につなげ、満足度向上を目指す 

     ・健康診断や人間ドックで精密検査が必要な受診者への速やかな結果通知や

受診勧奨など、フォローアップの強化を行う 

・ホームページを充実させるとともに、院外広報誌の発行や市の広報誌を活

用した、積極的な情報発信を行う 

 

４．再編・ネットワーク化 

新たな公立病院改革ガイドラインにおいて十分な検討を行うべきとされてい

る病院については、①施設の新設・建替等を行う予定の公立病院、②病床利用率

が特に低水準である公立病院(過去３年間連続して７０％未満)、③地域医療構想

等を踏まえ医療機能の見直しを検討することが必要である公立病院、とされてい

ますが、当院においては、地域包括ケアシステムの構築等を見据えて、平成２７

年６月より３階の一般病棟４２床を地域包括ケア病棟に転換し、既に病床機能の

見直しを行っています。また、病床利用率についても９０％前後と高水準で推移

していることから、再編・ネットワーク化を検討する必要性は高くないと考えら

れます。 

今後とも、地域住民の利便性維持のため、一定規模の診療科を維持しつつも、

新設または維持が困難な診療科については近隣病院との連携により、その医療機

能の確保を目指します。  
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５．経営形態の見直し 

当院では、前回の改革プランに基づいて平成２２年４月より「地方公営企業法

全部適用」に移行し、事業管理者を設置して病院事業を行っています。   

地方公営企業法全部適用後、３年以内に収支均衡の目途がつかない場合には、

「地方独立行政法人（非公務員型）」や「指定管理者制度」への移行を前回の改革

プランで示しましたが、平成２３年度に経常収支の黒字が達成され、経営形態の

更なる見直しについては見送ったところです。 

今後、二市三町圏域における高齢化の進行や、地域包括ケアシステムの構築を

踏まえると、地域包括ケア病棟における回復期医療や療養病棟における慢性期医

療、在宅医療の提供など、公立病院として果たすべき役割はますます増大してい

くものと考えられることから、各種数値目標を設定の上、引き続き健全経営に努

め、二市三町圏域唯一の公立病院として、現在の経営形態を基本に、今後とも積

極的に病院経営に取り組んでまいります。 
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１．新改革プランの点検・評価 

 新改革プランの実施状況の点検・評価は、取り組み内容、数値目標の達成状況、

収支状況などを中心に、外部組織である「塩竈市立病院事業調査審議会」の委員

により構成される「評価委員会」を年１回開催し、その内容をホームページ等で

公表します。 

 改革プランの進行管理については、月１回開催する内部組織である「塩竈市立

病院経営健全化会議」にて、直近月の数値目標の達成状況等を元に経営状況を把

握し、経営改善の具体策の検討と迅速な改善活動を行います。 

 

 ２．情報開示 

 市の広報紙やホームページ等により、市民に対して塩竈市立病院新改革プラン

を公表するとともに、数値目標の達成状況や評価委員会による評価結果等につい

ても年 1 回以上公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 新改革プランの実施状況の点検・評価等 




